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（EU）Quantum Flagship
Call ID：H2020-FETFLAG-2018-03（2018年10月～、期間：42-46 months ）

https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/projects-quantum-technology
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（EU）Quantum Flagship

https://ec.europa.eu/digital-single-
market/en/projects-quantum-technology
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提案 採択 採択率
（％）

基礎科学 87 7 8.0%

量子通信 12 4 33.3%

量子計算 10 2 20.0%

量子シミュレー
ション 7 2 28.6%

量子センシン
グ・計測 24 4 16.7%

140 19 13.6%
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（イギリス）国立量子技術ハブ

• 2013年開始。首相による2.7億ポンドの投資発表(2013年秋)に続き、国防科学技術研究所
（Dstl）がデモンストレーター装置プログラムに別途3000万ポンドを投資。

• プログラムはEPSRC、InnovateUK、BEIS、国立物理研究所（NPL）、政府通信本部
（GCHQ）、国防科学技術研究所（Dstl）、知識移転ネットワーク（KTN）による。

• ４つのハブに合計1.2億ポンドの投資。2014年12月開始、17の大学と132の企業が参画。

UK National Quantum Technology Hub in 
Sensors and Metrology（バーミンガム、グラス
ゴー、ノッティンガム、サウサンプトン、ストラスクライ
ド、サセックス）
・量子センサ、測定技術をヘルスケア、ナビゲーション、
考古学などに応用想定
・技術移転センター、プロトタイピングセンター、520万
ポンドのパートナーシップ基金

QUANTIC（グラスゴー、ブリストル、エジンバラ、ヘ
リオットワット、オックスフォード、ストラスクライド）
・量子カメラ、量子イメージングシステム
・ガス漏れ可視化、煙の透過、超高感度可視・赤外カメラ
・400万ポンドの「パートナーシップリソース」、300万
ポンドのスコットランド資金協議会の「イノベーションス
ペース」などへ申請可能。

NQIT (Networked Quantum Information 
Technologies)（オックスフォード、バース、ケンブ
リッジ、エジンバラ、リーズ、サウサンプトン、ストラク
ライド、サセックス、ウォリック）
・量子コンピューティング、量子シミュレーション
・光量子ビットデバイスQ20:20量子エンジンの開発
・医薬品開発の加速、ビッグデータ分析、乱数生成、安全
な通信、分散センシングなどの応用

Quantum Communications Hub（ヨーク、ブ
リストル、ケンブリッジ、ヘリオットワット、リーズ、ロ
イヤルホロウェイ、シェフィールド、ストラスクライド）
・量子暗号鍵配送（QKD）
・小型・低コストデバイス開発、チップスケール統合
・モバイルバンキングなどが最初の応用ターゲット
・量子ネットワーク・テストベッド構築

http://uknqt.epsrc.ac.uk/about/uknqt-hubs/

UK National Quantum Technology Hubs 
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（中国）計量発展計画

• 2020年10月発表の中長期計画および第14次五カ年計画のフォローアップ
• 目標として以下を提示。核となるのは量子計測技術と明記。

1. 2025年までに、計量科学技術におけるイノベーション能力・影響力で世界トップクラ
スの国、部分的には世界をリードする国になること

2. 2035年には、イノベーション能力の大幅向上、計測技術の主要分野において総合力で
世界をリードすること。

• 「量子測定度量衡」プログラム実施予定：基礎研究とフロンティア研究の推進に関して、量
子効果に基づく量子計測技術、測定基準、標準装置小型化技術に焦点を当て、量子センシン
グとチップレベルの測定標準技術を突破し、コアデバイス開発能力を形成する。

• 本計画について採り上げるとともに、現時点では、成熟した技術と製品の供給
能力を持つ研究機関や企業は少ない、としている。

• 主要な研究機関として、中国科学技術大学、南京大学、中国科学院物理研究所、
華中科技大及びアカデミアからインキュベートされた国盾量子、国儀量子など
を例示。

中国経済メディア（中华网）の報道

https://hea.china.com/article/20220211/022022_1006470.html

計量発展計画（2021～2035年）（国務院、2022年1月）

©2023 CRDS


